
Ⅰ 本書の問題意識と構成

フィリピン政府は外資系企業の導入を成長の呼び

水とする経済政策に重点を置いているが，製造業部

門の事業体数の９割以上を占める地場産業も奨励し

ている。外資導入政策の有効性は否定できないが，

産業連関が育成されない限り貿易収支の改善は見ら

れず，雇用創出にも限界がある。実際２００２年のフィ

リピンの失業率は１０．３％，海外への出稼ぎ総数は約

７００万人にもなる。就業者が家族を含めた基本的充

足と自己実現を果たし，民族的産業を発展させ，自

らも経営に参加することで自尊心や誇りを回復させ

ることも発展の基準（もう一つの発展）として考察

する場合，民衆の経済（People's Economy）にあ

たる地場産業に着目することは有効であろう。

以上の問題意識にもとづき，本書は�もう一つの
発展�論に依拠しながらフィリピンの鍛冶と魚醤の
地場産業を検討することを目的とする。と同時に，

これら地場産業の実情を�もう一つの発展�論を含
む発展・開発論にも還元させようとしている。すな

わち，地場産業の現場というミクロ世界を中心とし

た地域研究と，�もう一つの発展�論を中心とする
開発理論研究を接合させようとした意欲的な著作で

ある。

本書はフィリピンの鍛冶産業と魚醤産業を，生産

規模・過程，産業連関効果，生産者組織，就労者の

厚生などの点から比較するとともに，�もう一つの
発展�論の観点からその可能性を検討している。著
者は，農具や生活用品を作る伝統的な鍛冶産業と，

フィリピンの食文化を代表する食品である魚醤の発

展が，雇用吸収や産業連関効果があるだけでなく，

民族的工業化や人々の誇りを高める可能性を持つこ

とを分析した。また，フィリピンの地場産業のダイ

ナミズムの分析を通して，フィリピンの�もう一つ
の発展�のためには地場産業が必要不可欠であるこ
とと，地場産業の発展なくして�もう一つの発展�
はありえないことを指摘した。なお，本書は�フィ
リピンの地場産業ともう一つの発展論�（明石書店
１９９８年）を改訂してデータと記述を刷新したもので，

構成は以下のとおりである。

第１章 本書の目的，仮説，方法論，関連研究

第２章 もう一つの発展論

第３章 フィリピンの地場産業

第４章 フィリピンの地場産業と工業化

第５章 フィリピンの鍛冶産業

第６章 フィリピンの魚醤産業

第７章 フィリピンの地場産業ともう一つの発展

論

Ⅱ 各章の内容

以下，各章ごとに内容を紹介する。第１章は，先

に述べた本書の目的，研究方法，関連研究が述べら

れている。

第２章は，近代化論・新古典派理論の弊害や，従

属理論の世界的支配―従属構造を克服する理論的枠

組みとして�もう一つの発展�を位置づけ，その特
徴を明らかにしている。近代化論と新古典派理論は，

途上国は先進国の技術や援助を後発性利益として利

用することで，先進国並みの社会経済発展が達成さ

れうると発想した。しかし，途上国経済の自立，参

加，公正を考慮した場合，援助の紐付き，外資系企

業の圧倒的優越といった�後発性不利益�の側面を
克服することが課題となる。また，従属理論は，先

進国と途上国の経済格差の原因が１６世紀以来の植民
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地支配に起源を持つ世界的分業システムの在り方に

あると主張する。そして，この世界システムが変革

されない限り，途上国が先進国に従属する構造は再

生産され続けていくと指摘した。しかし，この従属

構造を脱却するための代替案は明確に示されなかっ

た。

これらに対して�もう一つの発展�は�公正�，
�参加�，�民主�の概念を取り入れた経済発展，具
体的には国家単位よりも地域の発展や衣食住などの

基本的充足，人間の自己実現を目指している。著者

はこの�もう一つの発展�論を，�１毛沢東が大躍進
期に経済戦略として提唱した�自力更生論�，�２民
族資本の育成による国内資本の蓄積と大企業と中小

企業の産業連関を唱える�自立経済論�，�３伝統技
術を活用しながら，各地域に根ざした発展モデルと

人々の主体性を追求する�内発的発展論�，�４貧困
や不公正を改善するために民衆運動の側面を重視し

た�政治運動論�，�５もう一つの発展を達成する方
法として土着技術と近代技術の中間に位置する中間

技術を重視した�技術論�，�６資源や環境を維持・
再生産できる範囲での発展や地域の人々の参加を目

指す�持続可能な発展論�の６つに分類した。また，
フィリピン人自身によって提唱されている民族的工

業化論，民族民主論，民族民衆論も上記の議論と重

なり合うことを指摘し，フィリピン内外の�もう一
つの発展�論も整理した。フィリピンの地場産業は
小規模で地域に密着し，労働集約的で生産者が組合

などを形成しており，生産者の参加が窺える。また，

比較的国内での産業連関が確認されるなど�もう一
つの発展�論と共通する点が多い。したがって，地
場産業を考察することは�もう一つの発展�を実証
するだけでなく，理論としては未完である�もう一
つの発展�論を深めることにもなる。
第３章ではフィリピンの地場産業の概要が述べら

れている。フィリピンの地場産業の定義は，家内小

規模産業で，国内および輸入原料に依拠し，比較的

単純で労働集約的な機械・道具を用い，労働力を地

域に依存し，主に国内の市場向けに生産を行う産業

である。また，所有者，経営者はフィリピン人，あ

るいは華人系フィリピン人で，業種は食品，衣類，

印刷，機械，家具といったように多方面からなる。

さらに，国内資源と土着技術を用いて地域に分散し

ているので，地域の雇用創出，原料輸入による外貨

の流出を防ぎ，国内の産業連関・波及効果をもたら

す。こうした地場産業は，フィリピン経済を下支え

する役割を果たしていると考えられる。２０００年の産

業別国内総生産および国民総生産に占める製造業の

割合は２１．３６％だが，農村の非農業就業を含めると

この数字はさらに高くなると推測される。ただし，

地場産業の問題点として，小規模ゆえの資本の不足，

市場支配力不足，機械化の後れと労働生産性の低さ

が指摘される。また，日本と異なり，産業連関が徹

底されていない点も看過できない。

第４章は，フィリピンにおける地場産業政策の変

遷を分析している。フィリピンでは戦前から圧倒的

な外国資本の下で，煙草の葉を包むラフィア椰子の

布，砂糖を結晶化させる陶器といった農産物輸出拡

大に伴う周辺財の地場産業や刺繍産業が誕生してい

た。１９５０～６０年代にかけては，輸入代替工業化政策

の下で積極的な国内産業の育成が試みられた。その

中核をなす家内工業の政府機関は，国家家内工業開

発庁（NACIDA，１９６２年創設）であった。家内工

業の事業主は，この機関に登録すると主要な国内税

の免除，融資，原料調達支援，技術訓練，販売支援

を受けることができた。１９６２年から８０年までに２万

６０００以上の事業体が NACIDAに登録した。マルコ

ス政権下でも輸出志向型工業化と並んで家内工業を

中心とする労働集約的な製造品輸出が戦略のひとつ

に掲げられた。たとえば，イメルダ夫人が統括する

居住環境省も地場産業を振興するプロジェクトを実

施した。しかし，大統領の親族，取り巻き，同郷者

が優遇されるクローニズムが蔓延する中，地場産業

支援は合理性や効率性を失い，政権延命のためのば

ら撒きという様相を呈していった。

１９８６年に成立したアキノ政権以降は，外資導入や

貿易自由化が優先的に進められる中で地場産業が位

置づけられた。行政の非効率も重なって，地場産業

の振興は必ずしも成功したとはいえない。それでも，

アキノ政権までは地域開発，外貨獲得という目的の

ため，開発計画の一部として家内中小工業―地場産
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業の育成がうたわれてきた。ラモス政権下でもその

プログラムは継続され，１９９６年は�中小企業開発
年�とされて�ワン・ストップ中小企業センター�
が開設された。しかし，�中期開発計画�では十大
奨励商品が示されたものの，家内中小工業の育成が

明記されず，経済政策の重点は外資系企業の誘致や

輸出大企業の奨励に置かれた。その後，�貧民のた
めに�をスローガンに掲げたエストラーダ政府は，
地場産業の育成のために�地域と村の産業発展�プ
ロジェクトを立ち上げたが，スキャンダルによって

辞任したことで，そのプロジェクトは頓挫した。そ

して，新古典派路線を重視する現アロヨ政権下で地

場産業は，海外援助を通して奨励されている程度で

ある。著者は，雇用創出と厚生の充実による�民衆
のエンパワメント�には地場産業が不可欠であるに
もかかわらず，貿易の自由化によって地場産業がそ

の国内シェアを失う可能性もあるこの政策を改善す

ることが必要であると指摘している。

第５章と第６章は１９８７年からの現地調査にもとづ

いて，鍛冶産業と魚醤産業をその生産規模，流通，

生産・販売，産業連関，生産者組合，労働者の厚生

の観点から比較検討している。本書にとって分析の

中核となる部分である。両者を比較した結果，魚醤

産業はタイ製品との競合の克服が課題としてあげら

れる一方，鍛冶産業よりも国内の原料を用いて他産

業に対する波及効果や雇用所得を生み出し，地域間

格差の是正や自立経済という�もう一つの発展�の
重要な要件を満たしていることが明らかになった。

以下，鍛冶産業と魚醤産業の特徴を簡単に要約して

おく。

フィリピンで農具や鋏などの鍛冶産業が盛んなの

はバタンガス州，パンパンガ州，アルバイ州などで，

そのほとんどは１０人前後の常雇いの職人を抱える家

内工業，零細企業である。製品は中間業者を通して

全国の公設市場や露店で販売される。産業連関につ

いては，原料となる地域の鉄くず屋，炭生産への後

方連関は見られるものの，製造業に対する波及効果

は限られている。また，卸売価格は中間業者が決定

するため，生産者は卸売業者の決定に左右される。

そのため，卸売業者から独立して自分たちで価格を

決定し，製品を販売するための生産者組織の結成が

試みられているが，挫折が繰り返されている。さら

に，経営者はある程度の収入が得られるが，魚醤産

業と比較すると労働者の厚生は十分保障されていな

い。その他に，国産鋏は市場の４割を占めるに過ぎ

ないという推計もあり，さらなる輸入代替と労働者

の厚生の保障が課題である。

フィリピンの魚醤産業はパンガシナン，マニラ首

都圏，バタンガス州で盛んである。事業形態は家族

労働から，１０数名の従業員を雇う老舗や企業家まで

様々で，製品は公設市場の直販店で生産者の家族，

親戚が販売する。中間業者や小売商人が製品を卸す

場合もある。製品は庶民の食卓にのぼる他，アメリ

カやサウジアラビアなどにも輸出される。産業連関

効果は，地元の漁業や製塩業，壺製造業，瓶製造業，

印刷業などに及ぶ。また，鍛冶産業とは異なり，輸

出への事業拡大，家内規模から大企業への転換も見

られる。政府の技術や金融・税制支援は十分とはい

えないが，生産者たちが自ら生産者組織を結成し，

原料の購入価格や卸売価格の統一を取り決めた他，

廃水処理など生産者共通の問題に取り組んでもいる。

また，バタンガス州の生産者組合は，キャップシー

ルの販売代金と拠出金１人１０００ペソを利用し，全員

に相互融資を行っている。このように，魚醤産業は

国内の原料を用いて他産業に対する波及効果を通じ，

雇用所得を生み出し，地域間格差の是正や自立経済

という�もう一つの発展�の重要な要件を満たして
いる。今後の課題はさらなる資本蓄積のための包括

的な支援と労働者の厚生の充実といえよう。

第７章は本書の結論となる。鍛冶産業と魚醤産業

は小資本で開始でき，技術が労働集約・雇用吸収的

であることから，人々の生計に大きく貢献している。

また，地域や国内の産業に対する連関効果を持ち，

かつ，地域，国内に伝わる技術を用い，人々の誇り

を培っている。さらに今後，大企業，特にフィリピ

ン人所有・経営の大企業との連関も生まれるならば，

�自立経済�の基礎が築かれ得る。実際，魚醤産業
は国内資源に依拠しつつ，輸出を通して外貨も稼い

でいる。このように，地場産業は民族的工業化，自

立経済論を含む�もう一つの発展�の視点からも，
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その育成が徹底されるべきである。したがって，地

場産業の発展は，フィリピンの�もう一つの発展�
に不可欠であるという結論が導かれた。しかし，著

者は�もう一つの発展�を実現させるために，さら
に次のような問題を克服しなければならないと付け

加えている。まず，地場産業の育成を開発政策に明

確に位置づけ，大規模産業との連関を強めてゆく必

要がある。現在の外資導入と貿易の自由化を優先さ

せる政策では，包丁や鋏，魚醤油が一層輸入され，

地場産業がより不利な環境に置かれ，輸出拡大どこ

ろか，国内シェアも失いかねないからだ。次に，零

細生産者にとって生産者組織の発展が不可欠である。

また，海外援助や NGOの支援も有効に利用してゆ

かなければならない。いずれにせよ著者は，地場産

業だけでなく，他の分野における改革，政策が伴わ

ないと，フィリピンの�もう一つの発展�は達成さ
れないと指摘している。

Ⅲ 若干のコメント

以上の内容について，次の２点を指摘したい。第

１に，本書が�もう一つの発展�論に着目して地場
産業を検討したことを積極的に評価したい。

�もう一つの発展�論は近代化論の弊害や従属論
を克服するために１９７０年代頃から提起された。１９９０

年代に入ってからのアジア経済危機や日本の構造的

不況，地球温暖化や森林資源の枯渇の進展ぶりに鑑

みると，この�論�は今後さらに注目されてよい。
そして，本書はこの�もう一つの発展�論の次の３
つの特徴にそれぞれ対応している。

�もう一つの発展論�の第１の特徴は，数字によ
って示される経済成長の結果よりも，人々の基本的

生活の充足や自己実現に向かう�プロセス�を重視
するところにある。したがって，本書も，大企業ほ

ど経済成長率に直結する訳ではないが，魚醤と鍛冶

という地場産業が，フィリピン民衆によって運営さ

れ，彼らの基本的生活の充足と地域の発展，さらに

は人々の誇りや自尊心の回復につながることを実証

した。そのうえで，フィリピンの地場産業の発展が

�もう一つの発展�へのプロセスであるとして，そ

の可能性を検討したと捉えることができる。

第２の特徴は，�もう一つの発展�論が複数の学
問領域にまたがっていることである。たとえば，本

書の第２章で紹介された�もう一つの発展�のひと
つである内発的発展論は�発展�，�地域�，�伝統の
再創造�を主要な概念として用いる。この�発展�
は主に経済学のキーワードであり，�地域�は社会
学や人類学で主として用いられる分析単位，�伝統�
は人類学，文化研究などで使用される概念である。

初めに理論ありきで，それに従ってケース・スタデ

ィや比較研究を行ってきた近代化論などの手法とは

明らかに異なる。すなわち，�もう一つの発展�論
は，上記の手法からはみ出した事例をインターディ

シプリナリーな手法で再考しているといってよい。

実際，そのケース・スタディも様々な視点や分野で

蓄積されつつある。たとえば，西川潤はタイ仏教と

開発僧を事例として，タイの伝統文化の側面から，

鶴見和子は水俣病多発部落の構造変化と再生を社会

学の手法を用いて内発的発展について考察している。

したがって，フィリピンの地場産業から�もう一つ
の発展�の分析を試みている本書は，経済学と地域
研究の観点から見た�もう一つの発展�論として位
置づけることができる。

第３の特徴は，�もう一つの発展�は各地域の伝
統や生活様式に根ざした発展の�多様性�を認めな
がらも，理論として�一般化�を試みようとする緊
張関係のうえに成立している。これについて内発的

発展論を唱えた鶴見和子は，その特徴と課題を次の

ように的確に表現している。�近代化論の場合は，
はじめに一般理論があった。その理論にしたがって，

国際比較をすればよかった。内発的発展論の場合は，

順序が逆である。地球上さまざまの場所に芽生えつ

つある実例を，注意深く見守り，そしてあるものに

は自らも力をあわせながら，相互に比較することを

とおして，理論を，低い段階の一般化からより高次

の一般化へと，徐々に構築してゆかなければならな

い。そのようにして育まれる理論は，それぞれの地

域にねざして，多様であろう。多様な実例と多様な

理論とを，どのように共通の目標にむかって，つな

ぎあわせてゆけるかが，内発的発展論のもっとも難
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しい挑戦的課題であろう�［鶴見１９９６，１８］。
本書では，フィリピンの人々の生活に根ざした地

場産業を�もう一つの発展�のケース・スタディと
して分析しただけでなく，理論化への試みとしてフ

ィリピンの�もう一つの発展�の条件を提示してい
る。このことから，本書も�もう一つの発展�のケ
ース・スタディと理論化の相互反復が認められる。

すなわち，本書は理論化の途上である�もう一つの
発展�論に正面から意欲的に取り組んでいると評価
することができると考える。

第２点として，ケース・スタディについて指摘し

たい。�もう一つの発展�を実現するには，問題解
決に対する当事者の主体的な働きかけが不可欠であ

る。したがって，生産者自身が，経済・産業政策の

修正などの現状を改善するための取り組みについて，

もっと積極的に議論を展開してよいのではないだろ

うか。この点について，特に鍛冶産業の生産者組織

があまり機能していないという印象が拭えなかった。

今後はカゴ製品や和紙工芸，リボンといったクリス

マス・祭日用装飾品など，輸出にも成功しているケ

ース・スタディを増やし，生産者組織が現状を改善

してゆく過程と成果を掘り下げてゆけば，フィリピ

ンの�もう一つの発展�論に向けてさらに具体的で
建設的な議論ができると考える。

とはいえ，以上のコメントは本書の評価を決して

損ねるものではない。本書は�もう一つの発展�に
興味を持って実際にケース・スタディを行おうとす

る場合，一度は手にしなければならない一冊であろ

う。
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